
和歌山県教育委員会教育長 様 児 童 手 当 申 告 書 所属 総務課
受付印 受付印

ア イ ウ カ
申 処 認定 申 Ｉ 受 付 年 月 日 認 定 年 月 日
理 権者 職 員 番 号 告 ド
区 区分 区 区 年 年 申 告 理 由

告 分 分 分 号 年 月 日 号 年 月 日
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81

者 ２ Ａ

キ ク ケ
支 給 事 由 支 給 開 始
消 滅 年 月 日 消滅 支 払 希 望 金 融 機 関 （ 申 告 者 名 義 の 普 通 口 座 に 限 る ） 年 月 改 定 算 定 手 当 月 額

年 銀 行 支 店 口 座 年 事 由 児 童
号 年 月 日 事由 名 称 支 店 名 コード コード 種 別 口 座 番 号 号 年 月 数
82 83 84 85 86 87 88 89 90 92 95 96 98 99 00 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 21

１

カ サ シ ス セ ソ
Ｉ 非 該 当 事 由

支 ド 区 氏 名 氏 名 性 続 生 年 月 日 同 居 監 護 生 計 発 生 年 月 日 非 該 当 年 月 非該当年月 別 居 の 場 合 の
区 分 （漢 字） （カ ナ） 別 柄 年 区 分 区 分 区 分 年 該 当 年 年 住 所 及 び 理 由

給 分 号 年 月 日 号 年 月 日 事 由 号 年 月 号 年 月
10 11 12 31 32 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 住所

要 同 別 同 維
C １居・２居 １有・２無 １一・２持

件 同 別 同 維
C １居・２居 １有・２無 １一・２持

児 同 別 同 維 理由
C １居・２居 １有・２無 １一・２持

童 同 別 同 維 １ 単身赴任
C １居・２居 １有・２無 １一・２持 ２ 海外留学

等 同 別 同 維 （出国年月 年 月）
C １居・２居 １有・２無 １一・２持 ３ その他

児童の主たる養育者の判定 □ 申告者は世帯主である □ 申告者又は配偶者等が他の認定権者に児童手当を認定請求していない
ナ 新規申告の場合、４項目のうち □ 児童は申告者の給与の扶養親族認定を受けている（申請中を含む）

該当項目にチェック □ 児童は申告者の共済組合の被扶養者認定を受けている（申請中を含む）

カ
Ｉ 年 度

所 得 額
扶 養 う ち 譲 渡 障 害 寡婦・ひとり親 控 除

所 ド 年 分 親 族 老 人 所 得 者 数 勤労の別
得 区

金 額
数 扶 養 の

二 の 分 年 年 親 族 有 無 障 特 ひとり 寡 勤 寡 婦 ・ ひ と り 親
状 号 年 号 年 害 別 親 婦 労 雑 損 控 除 額 医 療 費 控 除 額 小規模企業共済等掛金控除額 障 害 者 控 除 額 勤 労 学 生 控 除 額
況 10 11 12 13 14 15 16 17 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 45 46 54 55 63 64 72 73 81

D ５ ０ ４ ５ ０ ３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０

申告区分コード 記入箇所 添付書類
控 除

１ 新規認定 ア、イ、ウ、ク、サ、シ、ス、ナ、 ・世帯全員の住民票
ニ（別居の場合はソ） ・市町村発行の所得証明書 上記のとおり、申告します。

・別居の理由が海外留学及びその他 政令第３条第１項による額 控 除 合 計 額
の場合、申立書及びその他事実を 82 90 91 99 年 月 日
証明する書類

１ ８ ０ ０ ０ ０ 申告者 住 所

２ 額 改 定 ア、イ、ウ、ケ、サ、シ、ス ・世帯全員の住民票 職・氏名
（減額の場合はセ）（別居の場合はソ） ・別居の理由が海外留学及びその他

の場合、申立書及びその他事実を
証明する書類

上記の記載事項は事実と相違ないものと認めます。

３ 消 滅 ア、イ、ウ、キ ・証明する書類 年 月 日

所 属

４ 変 更
ア、イ、ウ ・変更箇所に応じ必要な書類 所在地
及び次の変更箇所 所属長
ク、サ、シ、ス、セ、ソ、 職 名

電話番号
氏 名

※添付書類の詳細は「児童手当申告事由別支給の始期等及び必要書類」「児童手当提出書類チェックシート」を参照してください。
※裏面の《記入上の注意及びコード表》を参照のうえ記入してください。

３

３ ２５ ０ ４

地方公務員等共済組合法施行令の一部が改正されたことに伴い
短期組合員となったため。
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カ
Ｉ 年 度

所 得 額
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数 扶 養 の

二 の 分 年 年 親 族 有 無 障 特 ひとり 寡 勤 寡 婦 ・ ひ と り 親
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D ５ ０ ４ ５ ０ ３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０

申告区分コード 記入箇所 添付書類
控 除

１ 新規認定 ア、イ、ウ、ク、サ、シ、ス、ナ、 ・世帯全員の住民票
ニ（別居の場合はソ） ・市町村発行の所得証明書 上記のとおり、申告します。

・別居の理由が海外留学及びその他 政令第３条第１項による額 控 除 合 計 額
の場合、申立書及びその他事実を 82 90 91 99　　　　　　　令和４年 ○○月　　○○日
証明する書類

１ ８ ０ ０ ０ ０ 申告者 住 所　△△郡□□町△△△ ○－○

２ 額 改 定 ア、イ、ウ、ケ、サ、シ、ス ・世帯全員の住民票 職・氏名　講師　　職員　太郎
（減額の場合はセ）（別居の場合はソ） ・別居の理由が海外留学及びその他

の場合、申立書及びその他事実を
証明する書類

上記の記載事項は事実と相違ないものと認めます。

３ 消 滅 ア、イ、ウ、キ ・証明する 令和４年 ○○月 ○○日

所 属　　　　　▲▲小学校

４ 変 更
ア、イ、ウ ・変更箇所に応じ必要な書類 所在地
及び次の変更箇所 所属長
ク、サ、シ、ス、セ、ソ、 職 名　　　　　校長

電話番号
 
XXX－XXX－XXXX 

氏 名　　　　　教育　花子
※添付書類の詳細は「児童手当申告事由別支給の始期等及び必要書類」「児童手当提出書類チェックシート」を参照してください。
※裏面の《記入上の注意及びコード表》を参照のうえ記入してください。

３

地方公務員等共済組合法施行令の一部が改正されたことに伴い
短期組合員となったため。

５ ０ ４ ３ ２

１ ２ ３ ４ ５ ６

△△郡■■町△△●●

【記入例】

消滅の申告書を提出後、市区町村で必ず手続きを
行ってください。 

※赤字部分を記載願います。
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四角形


